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メーンバンク、法人は地銀・第二地銀が４割メーンバンク、法人は地銀・第二地銀が４割
中小企業庁「平成20年度企業実態基本調査速報」から中小企業庁「平成20年度企業実態基本調査速報」から（５面参照）（５面参照）中小企業庁「平成20年度企業実態基本調査速報」から（５面参照）

メーンバンク、法人は地銀・第二地銀が４割
 対象の中小企業全体では、従業者数は対前年調査比で若干増加し、売上高は減少。 

主要項目の調査結果 
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主要項目の調査結果 

（注１）対象とする中小企業数は、平成16年事業所・企業統計調査の本調査の対象とする企業数（3,988,318）と、平成18
年事業所・企業統計調査（確報）の当該対象とする企業数（3,857,081）をもとに、この間の産業中分類・従業者規
模別の開業、廃業、規模移動を考慮して、平成20年８月時点の当該対象とする中小企業数（3,756,685）を推計
している。

（注２）個人企業における「経常利益」とは、事業主の所得に事業専従者（家族従業員）の給与等を加えたものであり、法
人企業に比べて、利益水準が高くなる。

（注３）個人企業における「営業費用」と「経常利益」について、平成20年調査に個人企業専用の調査票様式を新たに設
け調査を実施したことに伴い、過去の集計結果との比較は注意を要する。
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雇用形態別の従業者数 

１企業当たりの雇用形態別の従業者数 

（注１）「他社からの出向及び派遣」は、「他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び派遣従業者の合計」のこと 
（注２）「臨時・日雇雇用者」は、平成 19 年調査では、「臨時雇用者」 
（注３）「他社からの出向及び派遣」は、「他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び派遣従業者の合計」のこと

平成 19 年調査では、「他の会社からの派遣」 

売上高 
　法人企業では、卸売業、製造業における売上高が、個人企業では、小売業、サービス業、飲食店・宿泊業における売上高が大きい。
　前年調査からの変化をみると、法人企業では、建設業と製造業、卸売業の売上高が増加、個人企業では飲食店・宿泊業のみ売上高が増加しており、
なかでも、卸売業や小売業の売上高の減少額が大きい。  

法人企業
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売上高経常利益率（法人企業のみ） 
　前年調査に比べ、売上高経常利益率は、若干の減少。
　業種別では、製造業と小売業、不動産業で、売上高経常利益率が対前年調査と比較して若干の増加、従業者規模別では従業者21～50人、51人以上の
規模で若干の増加、そのほかの規模では減少。  
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取引金融機関 
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都市銀行・信託銀行など 地銀・第二地銀 信用金庫・信用組合 政府系中小企業金融機関
上記以外の政府系金融機関 農林系金融機関 その他（外資系金融機関など） メーンバンクはない
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    個人企業

（注１）　調査対象企業自らが、メーンバンクと認識する金融機関を「メーンバンク」としている。 
（注２）　無回答を除いた企業の割合。 
（注３）　平成 19 年調査では、「都市銀行・信託銀行など」は「都市銀行・信託銀行・長期信用銀行等」、「その他（外資系金融機関）」
            は選択肢なし。 

 最近１年間のメーンバンクへの借入申込みについてみると、「借入条件の変更なしで申

込額どおり借りられた」が前年調査と同様最も多かったが、若干減少するとともに、「借

入条件は厳しくなったが申込額どおり借りられた」や「借入申込を拒絶または申込額を減

額された」は若干増加。 

中小企業（法人企業）におけるメーンバンクへの借入申込み状況 

5.3 22.1 9.9 3.2 4.6 54.9 

3.8 23.2 8.9 4.0 4.4 55.7 

3.7 23.1 9.6 4.4 5.9 53.3 
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（注）無回答を除いた企業の割合。 

増額セールスを受けた 借入申込を行っていない
借入条件は厳しくなったが申込額どおり借りられた 借入条件は緩和され申込額どおり借りられた
借入申込を拒絶または申込額を減額された 借入条件の変更なしで申込額どおり借りられた

観 光 経 済 新 聞週 刊 （８）２００９年（平成２１年）３月２８日（土曜日）第２５０８号 第３種郵便物認可

メーンバンク（注１）は、法人企業では地銀・第二地銀（４２．０％）が、

個人企業では信用金庫・信用組合（３１．０％）が最も多く、前年調査と同

様の傾向。

法人企業では、従業者規模が大きくなるに従って都市銀行・信託銀行

等をメーンバンクとする割合が高くなる傾向にあり、個人企業ではメー

ンバンクがない企業の割合も高い（１７．７％）。


